
最新値 目標値 達成度 評価
指標の
ウエイト

1 a 69 66 104.5% a 1.00

2 a 4,214 2,068 203.8% a 0.50

3 a 832 700 118.9% a 0.50

4 ‐ ‐ ‐ ‐ ‐

5 ‐ ‐ ‐ ‐ ‐

6 ‐ ‐ ‐ ‐ ‐

ａ ａ

２　市民生活実感評価 *この評価は，毎年５月頃に実施している京都市市民生活実感調査のアンケート結果を基にしています。

そう思う
どちらとも
言えない

どちらかと
言うとそう
思わない

そう思わ
ない

有効回答
者数

評価

24 285 133 92

3.9% 45.9% 21.4% 14.8%

ｄ ｃ

5

共管局・部室

市民生活実感調査総合評価

平成
30年度

令和元年度評価

前回値

指標名

‐

１　客観指標評価

施策の評価

‐

818

‐

‐

‐

施策に関係する
主な分野別計画等

京都市住宅マスタープラン

担当局・部室

上位政策 24　住宅

都市計画局・住宅室

施策番号 2405

施策名 重層的な住宅セーフティネット（安全網）の構築

　高齢者，障害者，低額所得者等の住宅確保要配慮者に対し，安定した居住を確保
するため，市営住宅をはじめ，これを補完する公的賃貸住宅や民間賃貸住宅等を活
用した重層的なセーフティネットの構築を目指す。

概要

‐

2

3

4

‐

‐

高齢者向け賃貸住宅（高齢者向け優良賃貸住
宅，サービス付き高齢者向け住宅）の戸数（戸）

市営住宅の当該年度の公募戸数（戸）

‐

a

‐

‐

令和元年度回答

客観指標総合評価

c1

54

ａ

どちらかと言
うとそう思う

平成
29年度

4,132

設問 平成
29年度

低所得者や高齢者などがくらしやすい
市営住宅や民間賃貸住宅が十分に確保
されている。

d

バリアフリー化による固定資産税の減額を受けた
件数（件）

a

‐

‐

a

621
87

14.0%

平成
30年度

c

‐ ‐ ‐

‐ ‐ ‐

ｃ

‐ ‐ ‐

‐ ‐ ‐



３　総合評価（客観指標総合評価＋市民生活実感調査総合評価）

ａ ｃ

☑

□

＜この施策を構成する事務事業＞

478,800 383,518

82,439 86,319

280,007 222,407

7,910 9,149

6,373 6,542

294,574 268,974

6,803 16,609

16,358 0

5,404,702 5,143,132

348,528 307,804

4,532,174 4,948,763

＜今後の方向性＞

都市計画局

都市計画局

都市計画局

都市計画局

都市計画局

4 京都市久我の杜生涯学習プラザ －

5 被災者向け住宅情報センター業務 －

6 子育て・若年層世帯に対する住宅支援 良い

7 セーフティネット住宅供給促進モデル事業 －

8 久我の杜生涯学習プラザ設備更新(昇降機) －

9 市営住宅改善事業 －

今後の方向性の検討

事業名

事業費の状況（千円） 令和元年度事務事業
評価結果における
目標達成度評価

担当局

都市計画局

都市計画局

都市計画局

都市計画局

都市計画局

平成30年度
決算額

令和元年度
予算額

1 地域優良賃貸住宅（一般型）供給促進事業（旧特定優良賃貸住宅供給促進事業） 良い

2 地域優良賃貸住宅(高齢者型)供給促進事業（旧高齢者向け優良賃貸住宅供給促進事業） 良い

3 京都市あんぜん住宅改善資金融資制度 －

都市計画局

平
成
30
年
度

B

（重み付けの理由）

　客観指標は，高齢者や低所得者等に対して，安全な住まいの供給状況を示しているが，市民実感は，十
分に確保できているかをより直接的に表すものであるため

（原因分析）客観指標総合評価

ｂ評価以上であり，施策の効果が客観指標に表れている。
□ ｃ評価以下であり，次の原因が考えられる。

平
成
29
年
度

C

（原因分析）市民生活実感調査総合評価

ｂ評価以上であり，施策の効果が市民の実感に表れている。
☑ ｃ評価以下であり，次の原因が考えられる。

・低所得者や高齢者などがくらしやすいかどうかを問う設問であり，対象者にしか政策の効果が実感しに
くい指標であるため，「どちらともいえない」が約半数を占め，c評価にとどまったと考えられる。

重み付け
B

施策の目的がかなり達成されている

☑　市民の実感□　客観指標

10 市立浴場 －

11 市営住宅 普通

12

13

14

15
＊予算額には人件費及び施設管理に係る経費を含みます。

・福祉分野等との連携，既存住宅の改修，セーフティーネット住宅の登録促進に取り組むことで，市営住宅
と民間賃貸住宅を更に活用し，高齢者や障碍者をはじめ，幅広い住宅確保要配慮者に対する住宅の確保や普
及促進を進める。
・京都市居住支援協議会の「京都市すこやか住宅ネット」ホームページにおいて，一元的に提供している
「すこやか賃貸住宅」をはじめとする高齢者向けの賃貸住宅情報の内容を充実させていくとともに，低所得
高齢者等を対象とした住まいの確保，生活支援などにも取り組んでいく。



１　指標の説明

２　指標の意味 ３　算出方法・出典等

４　数値

達成度

数値 104.5%

数値 目標年次 達成度

数値 100 令和2年度 69.0%

５　評価基準 ６ 基準説明 ７ 評価結果

平成29 平成30 令和元

a a a

１　指標の説明

２　指標の意味 ３　算出方法・出典等

４　数値

達成度

数値 203.8%

数値 目標年次 達成度

数値

５　評価基準 ６ 基準説明 ７ 評価結果

平成29 平成30 令和元

a a a

担当課 住宅政策課 連絡先 ２２２－３６６６

施策名 2405 重層的な住宅セーフティネット（安全網）の構築

指標名 バリアフリー化による固定資産税の減額を受けた件数（件）

数値 根拠

中長期目標を達成するために当年度達
成すべき数値

備考

住宅のバリアフリー化による固定資産税の減額申請件数（累計）

住宅ストックの良質化のための適正な維持管理
や更新がなされていることを端的に示す指標

出典：行財政局税務部資産税課調べ（固定資産概要調書
より）

前回数値 最新数値
推移

目標値

平成29年度 平成30年度

54 69 15件増 66

目標値
平成29年度 49件　平成30年
度  66件
令和元年度 83件　令和2年度
100件

根拠

京プラン実施計画 第2ステージに掲げ
る目標値（リフォームの減税制度の利
用を開始した件数）のうちバリアフ
リーリフォームに係る件数

達成度（最新数値／単年度目標値）が
a：100%以上
b：80%以上100%未満
c：60%以上80%未満
d：40%以上60%未満
e：40%未満

達成度（単年度目標値に対する最新数
値の割合）100％以上をaとし，100%未
満については20％ごとに区分してい
る。

全国順位
中長期目標

指標名 高齢者向け賃貸住宅（高齢者向け優良賃貸住宅，サービス付き高齢者向け住宅）の戸数（戸）

担当課 住宅政策課 連絡先 ２２２－３６６６

数値 根拠

高齢者向け優良賃貸住宅（228戸）
及びサービス付き高齢者向け住宅
（年間230戸×8年間（平成23～30
年度））

備考

高齢者向けに整備された賃貸住宅の住戸（高齢者向け優良賃貸住宅，サービス付き高齢者向け住宅の戸数）（累
計）

高齢者が安心して暮らせる住宅の提供戸数を示
す指標

出典：事業担当課（住宅政策課）調べ

前回数値 最新数値
推移

目標値

平成29年度 平成30年度

4,132 4,214 82戸増 2,068

根拠

達成度（最新数値／単年度目標値）が
a：90%以上
b：80%以上90%未満
c：70%以上80%未満
d：60%以上70%未満
e：60%未満

サービス付き高齢者向け住宅は，制度
開始当初の着工ラッシュが一旦落ち着
く可能性も想定されるため，達成度
（単年度目標値に対する最新数値の割
合）が90％以上をaとし，90%未満につ
いては10％ごとに区分した。

全国順位
中長期目標



１　指標の説明

２　指標の意味 ３　算出方法・出典等

４　数値

達成度

数値 118.9%

数値 目標年次 達成度

数値 700 令和2年度 118.9%

５　評価基準 ６ 基準説明 ７ 評価結果

平成29 平成30 令和元

a a a

担当課 住宅管理課 連絡先 ２２２－３６３１

施策名 2405 重層的な住宅セーフティネット（安全網）の構築

指標名 市営住宅の当該年度の公募戸数（戸）

年４回実施している市営住宅の公募戸数

低額所得者に対するセーフティネットとしての
住宅が一定量確保できたかどうかを示す指標

算出方法：京都府内の要支援世帯数に対して必要な公募
戸数を京都市分として割り戻す。
出典：京都府住生活基本計画

前回数値 最新数値
推移

平成29年度 平成30年度 数値 根拠

818 832 14戸増 700 中長期目標と同様

全国順位
中長期目標

備考

数値については，多回数落選枠
（過去11回以上落選した方の枠）
と特定目的枠（子育て世帯優先選
考枠等）を含む。

根拠

京都府内の要支援世帯数に対して必要な公募
戸数を京都市分として割り戻す。

最新数値が
a：700戸以上
b：650戸以上700戸未満
c：600戸以上650戸未満
d：550戸以上600戸未満
e：550戸未満

目標を達成した場合をａとし，700戸未
満については50戸刻みとしたうえで，
ｂ以下を設定し基準を作成


